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様式２－１　評価結果のまとめ

都道府県名 面積 10ha

交付期間 0.432

基幹事業

提案事業

基幹事業

提案事業
基幹事業
提案事業

当　初

変　更

単位 基準年度 目標年度 モニタリング 評価値

あり ●

なし

あり

なし ●

あり

なし

あり

なし

単位 基準年度 目標年度 モニタリング 評価値

 ４）定性的な効果
　　発現状況

●

●

大阪府 市町村名 柏原市 地区名 河内国分駅・ＪＲ高井田駅周辺地区

平成20年度～平成24年度 事後評価実施時期 平成25年度 交付対象事業費 172百万円 国費率

 １）事業の実施状況

当初計画に
位置づけ、

実施した事業

事業名
道路(本町4号線)、公園（大和川親水公園）、高質空間形成施設(史跡高井田横穴公園)

公共下水道

事業名 削除/追加の理由 削除/追加による目標、指標、数値目標への影響

当初計画
から

削除した
事業

地域生活基盤施設(情報板)

平成２４年度にまちづくり交付金を活用して実施する予定の地域
生活基盤施設（案内板）について、設置計画場所の国分駅前交通
広場、高井田駅前交通広場の現状を踏まえて予算所管課（企画
調整課）において協議を行いました。
当該箇所には、既に各種の案内板（公共施設案内板、観光案内
板、避難場所案内図、散策経路案内板、自転車等駐車禁止区域
案内板等）が設置されており、現在のところ、それらの掲示板等が
それぞれの目的に応じた機能を果たしていることから、これらに加
えて、新規に案内板を設置することは、利用者の視点から勘案す
るとかえって分かりにくいものになる恐れがあるという課題が生じ
ることが考えられます。
現状の計画規模等ではこの課題を抜本的に解決することが困難
であることから、今回の計画にある地域生活基盤施設の設置を実
施しないという結論に至りました。

影響なし

なし

新たに追加し
た事業

交付期間
の変更

平成20年度～平成24年度 交付期間の変更による事業、
指標、数値目標への影響

影響なし

 ２）都市再生整備計画
　　に記載した目標を
　　定量化する指標
　　の達成状況

指　標
従前値 目標値 数　　値 目標

達成度
1年以内の
達成見込み

効果発現要因
（総合所見）

フォローアップ
予定時期

指標1
区域内の公園でのイベン
ト回数

回 3 H19 6 H24 － 11 ○
規模の大きな広場が無かった地域に整備したこ
とがイベント回数の増加に寄与した。

H26年4月

指標２
沿道の公共下水道実処理
人口

人 0 H19 33 H20 － 14 △
下水道への切替工事は個人の費用負担を伴うため、
住民の認識度合により進捗率が左右される面があ
る。

―

指標３ －

指標４ －

 ３）その他の数値指標
　　（当初設定した数値
　　目標以外の指標）に
　　よる効果発現状況

指　標
従前値 目標値 数　　値 目標

達成度※１

14

1年以内の
達成見込み

効果発現要因
（総合所見）

フォローアップ
予定時期

その他の
数値指標1

沿道の公共下水道整備済軒数 軒 0 H19 －
道路整備に併せて下水道整備を行うこと
により、効率よく困難区域が解消された。

－

その他の
数値指標２

－

その他の
数値指標３

－

その他の
数値指標４

－

・本町4号線の改修を行うことによって、歩道が整備され、歩行者が安心して安全に通行できるようになった。
・大和川親水公園の整備を行うことによって、景観も良くなり、またの憩いの広場ができたことにより市民の満足度は高い。
・史跡高井田横穴公園の園路を改修し、手摺を設置したことにより、勾配のきつい園路をより安全に、安心して通行できるようになった。
・公共下水道整備の促進により、快適な生活を享受できるようになった。

 ５）実施過程の評価

実施内容 実施状況 今後の対応方針等

モニタリング なし

都市再生整備計画に記載し、実施できた

都市再生整備計画に記載はなかったが、実施した

都市再生整備計画に記載したが、実施できなかった

住民参加
プロセス

市道本町4号線、大和川親水公園それぞれの整備着手前に、地
元住民に対し説明会を開催し、地域の要望を設計に反映させ
た。

都市再生整備計画に記載し、実施できた
利用促進に向けたPRなどを協働で実施し、さらなる利用度の向上を図
る。

都市再生整備計画に記載はなかったが、実施した

都市再生整備計画に記載したが、実施できなかった

持続的なまちづくり
体制の構築

市民ボランティアによる植栽の維持管理組織

都市再生整備計画に記載し、実施できた

市民ボランティアの主体的な活動を促進し、市は後方支援に徹する。都市再生整備計画に記載はなかったが、実施した

都市再生整備計画に記載したが、実施できなかった






